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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、ユール過程と呼ばれる確率過程にしたがって新生産物が創出され、しかも時間の

経過とともに創出された生産物に対する需要の飽和速度が速くなっていくという多部門モデル

を構築し、所得分配および雇用の推移を分析した。その結果、需要の飽和速度が速いほど雇用

の成長は大きくなるが、実質賃金率の成長は抑制され、利潤シェアの上昇は少なくとも初期段

階では飽和速度が速いほど大きくなることが示された。本研究で使用した多部門モデルに関す

る新しい理論上の問題についても研究成果が得られた。 

 
研究成果の概要（英文）： 
In this study, we analyse the evolution of income distribution and employment by 
using the multisectoral model in which the emergence of new products follows the 
stochastic process termed the Yule process. Moreover, we assume that the speed of 
demand saturation becomes faster as the products emerge later. As a consequence, we 
show that the rapid demand saturation accelerates the growth of employment but 
decelerates that of real wage rate. And we show that the rapid demand saturation 
accelerates the growth of profit share at least at the early period. The theoretical 
subjects concerning the muilsectoral model that we use are also investigated. 
 

交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2010年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

2011年度 600,000 180,000 780,000 

2012年度 800,000 240,000 1,040,000 

年度    

  年度    

総 計 2,600,000 780,000 3,380,000 

 

 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：経済学・応用経済学 

キーワード：需要飽和、技術革新、所得分配、マルコフ過程、垂直的統合、多部門モデル 

 
１．研究開始当初の背景 

1980 年代から多くの先進国経済において、
「労働市場のパズル」と呼ばれる現象が観察
され始めた。それは、労働生産性が景気とと
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もに回復したにもかかわらず実質賃金の上
昇を伴わない現象を指す。さらに、1990 年
代は「労働市場のパズル」に加え、物価上昇
を伴わない経済成長としても注目され、アメ
リカ経済に関する研究成果がすでに発表さ
れている。1980 年代の停滞期に慣れてしま
った労働者が労働生産性の上昇に見合う実
質賃金の上昇を期待しなかったために上記
の よ う な 現 象 が 生 じ た と す る wage 

aspirations 論がとりわけ有名である。いずれ
の既存の研究成果は供給サイドからのみ上
記の現象を分析し、需要サイドに着目した分
析はほとんど存在しなかった。また 1990 年
代以降、利潤分配率の未曽有の上昇が観察さ
れた時代でもあった。この要因についても原
油高や資本財と消費財の相対価格の変化な
どの影響が指摘されていたが、需要サイドか
ら包括的に所得分配を論じている研究は存
在しなかった。 

 さらに、昨今、マクロ経済学で使用されて
いるモデルの多くは、経済に 1 人しか生存し
ていなく 1財しか生産されていないという過
度に単純化されたものである。このようなモ
デルは扱いやすいという利点はあるものの、
その理論的妥当性は必ずしも盤石ではない
ことは夙に指摘されてきた。 

 

 

２．研究の目的 

物価安定を伴う経済成長と「労働市場のパ
ズル」を説明するためのモデルを構築し、そ
の現象が本当に「パズル」と呼ばれるべきも
のであるかどうかの検討することが本研究
の第 1 の目的であり、第 2 は包括的に所得分
配を論じることであり、第 3 はそうした要因
と物価安定について考察することである。本
研究の特筆すべき特徴は、いわゆるサービス
経済化が進んで以降、技術革新によって生み
出される生産物に対する需要の飽和速度が
早くなってきているという昨今の需要サイ
ドの傾向を強調しているところにある。さら
に、「労働市場のパズル」や所得分配に対す
る技術革新の方向や需要の影響も分析する。 

 

 

３．研究の方法 

Pasinetti（1981）の動学的多部門モデル
に確率過程を導入し新部門が創造されるよ
うモデルを拡張し、需要の飽和速度の違いが
失業率、実質賃金の上昇率、利潤シェアにど
のような違いをもたらすかコンピュータ・シ
ミュレーションで確認する。 
 本研究では、昨今のマクロ経済学の潮流に
反して、多部門モデルを使用している。本研
究は経済のサービス化に伴う構造変化の 1つ
側面を分析することを目的としているので
多部門モデルを使用することは不可欠であ

るうえに、Pasinetti (1981)モデルは垂直的
統合された部門によって構成されているの
で、このモデルに基づいた技術革新および所
得分配の分析は扱いやすいうえに新古典派
生産関数に基づく分析よりもはるかに頑強
で一般的な妥当性を有している。 
 
 
４．研究成果 
需要の飽和速度が速いほど雇用の成長は

大きくなるが、実質賃金率の成長は抑制され、
利潤シェアの上昇は少なくとも初期段階で
は飽和速度が速いほど大きくなることが示
された。この結果は、1990 年代以降のアメ
リカ経済の傾向を説明していると思われる。
さらに、この結果は通常の経済学の知見から
すれば直観に反するものである。このような
結果が得られた理由は実質賃金を財バスケ
ットで定義し、さらにその構造が時間と共に
変化するからである。構造変化の複雑な相互
作用が直観に反する結論を導いたのである
が、逆に言えば通常の経済学の知見は経済構
造が変化しないという非現実的な想定に基
づいているということを示唆しているよう
に思われる。経済構造が変化する世界の労働
市場は、通常仮定されるように、右下がりの
労働需要曲線と右上がりの労働供給曲線で
分析できるほど単純なものではないという
ことを本研究は示唆している。 

 また、本研究にて使用したモデルでは物価
水準を一定に保つ特殊な合成商品がニュメ
レールに採用されているため、本モデルで生
じる失業は物価安定と整合的な失業である。
その意味では、それは Friedman 的な「自然
失業率」もしくは「NAIRU（Non-Accelerating 
Inflation Rate of Unemployment）」と同じ
性質を持つが、本質的な相違は本モデルで生
じる物価安定と整合的な失業率は「自然失業
率」や「NAIRU」とは異なり、有効需要の水
準から独立ではない。物価安定と整合的な失
業率が有効需要の水準から独立するのは、一
部門モデルである場合かもしくは労働生産
性上昇率と需要成長率に格差が存在しない
場合に限られる。このような場合が極めて非
現実であることは言うまでもなく、したがっ
て Friedman 的な概念を用いてマクロ経済を
論ずることは大いに疑問の余地がある。 
 本研究は昨今の消費需要に関する傾向、す
なわち最近の技術革新（とりわけ IT 関連技
術）によって生み出される新生産物に対する
需要の飽和速度が速くなっているという傾
向に基づいている。この傾向は多くの実証研
究によって確認されているが、この要因をマ
クロ経済学において採りあげた研究は存在
しない。 
 本研究で得られた結果はいずれも上記の
現象が必ずしも「パズル」とは言い難いこと



を示している。むしろ、技術革新の進度と需
要の成長との間のインバランスから生じた
当然の帰結と言い得る。注目すべきは、本研
究から得られた結果が技術進歩の方向、すな
わち中立的であろうと労働節約的であろう
と資本節約的であろうと、成立するというこ
とである。本研究の結果にとっては決定的な
仮定は需要の飽和速度が違ったとしても、供
給側の要因が同じというものである。したが
って、技術革新が中立であろうと資本にバイ
アスがかかろうが労働にバイアスがかかろ
うが、すべての需要の飽和速度に対して同じ
技術革新が仮定されている限り、本研究の結
果は成立する。 
 物価、技術選択と所得分配との関係は本研
究において主要な課題であるが、所与の技術
の下で不変の価値尺度と所得分配の関係は
Sraffa によって標準商品という合成商品に
よって分析可能であることが示されている。
本研究の遂行中に、Sraffa のアプローチを拡
張し、技術選択が可能な下で不変の価値尺度
が得られるための条件およびその価値尺度
のもとでの所得分配を考察するためのフレ
ームワークの構築に着手した。さらに、多部
門モデルの代替的なミクロ的基礎づけとし
て統計力学的アプローチを Pasinettiモデル
に応用した。このアプローチは労働生産性の
分布や消費の分布などに今後応用可能であ
ると期待される。今後改訂を重ね、国際雑誌
に投稿する予定である。 
 さらに、本研究で使用しているような多部
門モデルは従来実物的分析にしか適用され
ていなかったが、本研究を遂行中に、
Leontief が既に貨幣流通の問題にこうした
多部門モデルを応用していることを知った。
そこで、Leontief のアプローチを用いてアメ
リカ経済の貨幣流通の実証研究に着手した。
その結果、家計部門の保有する貨幣残高は均
衡値を大きく上回っていることが示された。
実質賃金がほとんど伸びていないことを勘
案すれば、家計部門が抱える過剰な貨幣残高
の多くは金融部門における技術革新による
debt financeによって蓄積可能となったよう
に思われる。このアプローチは実物と貨幣的
側面の両方を統合して分析できる可能性を
示唆しているように思われる。今後、このよ
うな方向の研究を進めていきたい。 
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